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る法律として、特に後に第 3 章で取り上げる小型家電に関わりの深い「バーゼ、ノレ法」、 IWEEE 指令」、
IRoHSJ 指令について整理した。また、日本に先駆けて、韓国ではすでに法整備がなされている、韓


































第 3 章 都市鉱山事業における政策導入と運用実態の事例分析
一政策決定過程と政策動向の日韓比較を中心に一

































目内容をまとめた。 さらに排出個数の多かった 6 品目を解体し、素材構成を明らかにした。 調査は 2
回実施したが同様の傾向が見られ、第 1 回の結果は図 3 ・ 図 4 の通りであった。 ラジカセ、炊飯器等
上位 6 品目の個数が全体の約 45% を占め、重量比では上位 6 品目が約 43%であった。 高品位は 1 %以
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表 1 中間処理業者の採算性シナリオ分析結果 (b/c)
A社 B社 C社 平均
(-(1) 0.30 0.21 0.42 0.31 
②ー③ 0.37 0.24 0.48 0.36 
島②工一食@(高値) 0.53 0.39 0.67 0.53 (安値) 0.27 0.17 0.34 0.26 
③-③ 1.65 1.12 1.46 1 .41 
③-⑨(高値) 2.57 1.95 2.38 2.30 
③-⑨(安値) 1.13 0.72 1.05 0.97 
上記表 1 の通り、収益 (b) が費用 ( c) を上回るのは、手解体をせずにシュレッダーをかけた場合
(シナリオ③)であった。 人を雇って手解体をするシナリオ①・シナリオ②では全社で 1 を下回り採
算が取れない結果となった。 相場が高値の場合でもシナリオ②では全社 l を下回った。
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図 6 高品位の含有率別シナリオ分析結果 (b/c ) :シナリオ①ー⑦
さらに採算性とコス ト との相関関係を算出した結果、日当や選別単価といった人件費に係 る コ ス ト
との負の相関関係が非常に強いことがわかった(表 2) 。 中間処理業者の採算性確保のためには、 人件
費を低く抑えることが最も効果的であると結論づけることができた。 従って 、 例えば、自治体や国か
らの人件費助成等や人件費を低く抑える施策も視野に入れた議論が進められるべきである。
表 2 採算性とコストの相関関係(シナリオ①)
単相関 (b/c) 日当 破砕単価 選別単価 鉄 アルミニウム 銅 シュレッダーダスト ごみ販売単価 販売単価 販売単価 処理単価 運搬単価
(b/c) 1.00 **ー0.99 一0 . 95 *-0.98 -0.04 -0.68 0.93 0.54 0.52 
日当 1.00 0.90 *0.95 -0.08 0.58 -0.88 -0.43 -0.41 
破砕単価 1.00 **0.99 0.36 0.88 **-1.00 -0.78 -0.77 
選別単価 1.00 0.23 0.80 *一0.98 -0.68 -0.67 
鉄販売単価 1.00 0.76 -0.41 -0.87 -0.87 
アルミニウム販売単価 1.00 -0.90 *-0.98 *-0.981 
銅販売単価 1.00 0.81 0.80 
シュレッダーダスト処理単価 1.00 **1.001 
ごみ運搬単価 1.001 
注 ) 無相関の検定にて判定 ( * : 5弘 料 : 1 弘)。
以上のことを踏まえ、小型家電リサイクルにおいては、住民への適切かつ積極的な広報、各地域に
おけるリサイクル推進ネットワークの構築、採算性の合う選別 ・ 解体など中間処理マニュアル作成を
進めることが重要であることを指摘した。 また経済性 ・ 環境性を十分検証した上、全体の リ サイクル




































例を下記図 7 ・ 図 8 に示す。
出所 ) 2011 年 7 月 4 日筆者撮影。 出所) 2012 年 2 月 29 日筆者撮影。













セクター側からの現状を整理した。 まず、日本における「社会的企業」の現状、日本における NPO 等
による社会的活動の現状と課題について整理 した。
日本においては、社会的企業の社会への浸透はいまだ成されておらず、学術的研究が行われ始めた
ところと 言える 。 社会的企業の概念の国際的統制が取れていない中で、日本でもヨーロッパ型とアメ
リカ型の潮流が混在し、明確な一般的認識の確立までは至っていない。 NPO については国が認める認
定 NPO 法人の割合はごく僅かで、大部分の NPO は財政面 ・ 人材確保に課題を抱えているのが実態であ
る 。






では 2001 年から国税庁による NPO の認定制度が続いていたものの、認定法人は全体の 0.5%に過ぎな














試される時期となり、淘汰も進んでくるものと考えられる。また、日本でも 2012 年 4 月に NPO 認定制



































リサイクル制度にみるように、日本の資源、化政策は推進されていくものと考えられる。 2010 年の OECD









































緊急時と平常時の対応について触れた。第 5 章は、韓国の社会的企業と日本の NPO におけるリサイ
クル活動の特徴について、二つの事例分析を通して紹介した。まだ、学術研究が少ない内容ではある
が、日韓政府の支援体制、地域社会における役割、社会全体の関心について比較分析を行っており、
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両社会における市民活動、企業の社会的説明責任、政府の支援策などの特徴を掴め、その大枠を把握
することができたと考える。そして第 6 章では、政策評価の重要性を、各事例分析との関係から説明
し、地域における廃棄物資源化政策のあるべき姿、他の政策との連携可能性について触れている。筆
者は、この章で政策決定プロセスや政策評価の定義、議論の進め方について説明しているが、第 1 章
にこの内容を入れた方が、全体の構成を理解しやすかったと判断する。最後の結論としては、日韓と
もに廃棄物資源化の実態把握が不十分であり、政策決定過程における社会的合意形成の問題として認
識していないことを主な課題としてあげ、各章で明らかになった実証分析の結果から、様々な廃棄物
資源化政策が導入されている中、政策決定過程において十分な議論・検証・評価が行われることの重
要性について政策提言した。
これらの実証分析結果、政策提言は、今後の廃棄物政策研究において非常に参考になる内容であり、
文理融合的な学問領域の研究成果としても評価できる。また、筆者は「東北大学大学院女子学生海外
渡航支援」の助成を受けて韓国東亜大学にて研究成果を発表し、住友生命「未来を築く子育てプロジ
ェクト」の優れた女性研究者として選ばれて受賞するなど、制限された研究環境の中でも積極的、か
つ地道な研究活動を行ってきた。よって、本論文は、博士(学術)の学位論文として合格と認める。
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